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（訂正）「平成22年３月期 第３四半期決算短信」の一部訂正について 

 

当社は、平成23年 12月 15日付の当社適時開示「有価証券報告書等の訂正報告書の提出ならびに過年

度決算短信等および平成24年 3月期第1四半期決算短信の一部訂正に関するお知らせ」でお知らせしま

したとおり、過年度決算短信の訂正作業を進めてまいりました。 

このたび、平成22年２月10日付「平成22年３月期 第３四半期決算短信」の訂正作業が完了しまし

たので、訂正内容についてお知らせいたします。 

訂正箇所が多数に上るため、訂正前および訂正後の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線  を

付して表示しております。 

 

 

以 上 

 



【訂正後】

オリンパス株式会社　 上場取引所 東証一部

7733 ＵＲＬ http://www.olympus.co.jp/

（役職名） （氏名） 菊川 剛

問合せ先責任者　　　　      （役職名） （氏名） 大西 伸幸 TEL (03) 3340 - 2111

四半期報告書提出予定日

（百万円未満四捨五入）

１. 平成22年 3月期第３四半期の連結業績（平成 21年 4月 1日 ～ 平成 21年 12月 31日)

（1）連結経営成績 (累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売　上　高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

  
１株当たり

四半期純利益
潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

（2）連結財政状態

総　資　産 純　資　産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

（参考）　自己資本 22年 3月期第３四半期 21年 3月期

2.　配当の状況

円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭

- -

- -

（注）　配当予想の当四半期における修正の有無　　　：無

3. 平成22年 3月期の連結業績予想（平成 21年 4月 1日 ～ 平成 22年 3月 31日)　

（％表示は対前期増減率）

（注）　連結業績予想数値の当四半期における修正の有無　　　：有

１株当たり
当期純利益

通　　   　期 38.1 59.7 46,000 170.39△8.2 900,000

売上高

円　　銭

-

平成22年2月15日

期末 年間

１株当たり配当金

651,937 △13.6

百万円　　　　％ 百万円　　　　％

754,185

平成22年2月10日

経理部長　　　　　 

21年 3月期第３四半期

平成22年3月期　第3四半期決算短信

22年 3月期第３四半期

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

代 表 者 代表取締役社長　　

営業利益 経常利益

第１
四半期末

第２
四半期末

15.00

当期純利益

百万円　　　　％

-

171.86
-

158,239

百万円　　　　％

20.00

30.00

第３
四半期末

22年 3月期第３四半期
21年 3月期第３四半期

22年 3月期第３四半期

171.87
△131.78

1,062,692 558.18

45,834 24.0

36,958 - △35,303

33,611 29.1

26,030 -

1,038,25321年 3月期

（基準日）

0.00

387.31

59,000 41,000

110,907 10.0

-

-

14.2

46,294

22年 3月期

22年 3月期　（予想）

150,691百万円 103,487百万円

15.00

20.0021年 3月期



4． その他

　（1） 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：有
　 ［新規　　　　　　- 社（社名　　　　　　　　　　　　　）　　　除外　　　　　　　１社（社名　ベックマン・コールター・三島株式会社）］
　 ［（注） 詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】　　４． その他をご覧ください。］

　（2） 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有
　 ［（注） 詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】　　４． その他をご覧ください。］

　（3） 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための
　　　　基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの）

①会計基準等の改正に伴う変更　　　　　　　　　　　　　 　 ：無
②①以外の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ：有
　 ［（注） 詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】　　４． その他をご覧ください。］

　（4） 発行済株式数（普通株式）
①期末発行済株式数（自己株式を含む）　 22年 3月期第３四半期

21年 3月期
②期末自己株式数 22年 3月期第３四半期

21年 3月期
③期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年 3月期第３四半期

21年 3月期第３四半期
269,352,362株
267,901,018株

271,283,608株
271,283,608株

1,314,245株
4,089,222株

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
１．平成21年11月６日に公表しました連結業績予想は、本資料において修正しています。
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一
定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定および業績
予想のご利用に当たっての注意事項等について、および上記1に係る業績予想の具体的修正内容は、５ページ【定性的情報・財務
諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。



 当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、中国など外需の復調が企業の生産活動を下支えするなど一部に改善の

兆しがみえてきましたが、個人消費は停滞したまま厳しい状況が続きました。世界経済も米国、欧州は緩やかな改善

傾向にあるものの、依然として深刻な状況となりました。 

 このような経営環境のもと、当社グループは高収益体質を目指した事業構造改革の一環として、コスト削減や生産

構造改革等に継続して取り組んできました。また、当社グループの分析機事業を、平成21年８月に米国ベックマン・

コールター社グループへ譲渡しました。 

 当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、世界的な景気の低迷や為替の円高により情報通信事業を除

く各事業で減収となり6,519億37百万円（前年同期比13.6％減）となりました。営業利益については、事業構造改革

による原価低減や一般管理費の削減等により458億34百万円（前年同期比24.0％増）となり、経常利益は、336億11百

万円（前年同期比29.1％増）となりました。四半期純利益は、分析機事業の譲渡に伴う特別利益を計上したことによ

り462億94百万円（前年同期は353億３百万円の四半期純損失）となりました。 

 また、当第３四半期連結累計期間は426億73百万円の研究開発費を投じるとともに、259億２百万円の設備投資を実

施しました。 

 なお、「４．その他（３）」および「５．（５）セグメント情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より

セグメント情報の事業区分を変更していますので、下記の前年同期比については、前年同期の数値を変更後の事業区

分に組替えた数値との比較となっています。 

[映像事業] 

 映像事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は1,359億72百万円（前年同期比27.9％減）、営業利益は35億75百

万円（前年同期比3.2％減）となりました。 

 「マイクロフォーサーズシステム規格」に準拠した小型軽量かつ上質なデザインのレンズ交換式デジタル一眼カメ

ラ「OLYMPUS PEN（オリンパス ペン）」シリーズが国内外ともに好調でしたが、映像事業全体としては為替円高の影

響と景気低迷に伴う販売台数の減少および販売単価の下落により減収となりました。 

 営業利益については、経費削減を進めたことにより、ほぼ前年同期並みの利益を確保しました。 

[医療事業] 

 医療事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は2,557億49百万円（前年同期比11.8％減）、営業利益は565億19百

万円（前年同期比2.2％増）となりました。 

 国内外ともに医療用内視鏡の診療数課金プログラムの契約数やサンプリング系処置具を中心とした処置具製品の売

上が伸びたほか、中国市場における売上が医療用内視鏡、外科や処置具においていずれも拡大したものの、為替円高

の影響により、医療事業全体としては減収となりました。 

 営業利益については、外科や処置具の分野を中心に原価低減等に努めたことにより増益となりました。 

[ライフサイエンス事業] 

 ライフサイエンス事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は583億79百万円（前年同期比33.7％減）、営業利益

は24億60百万円（前年同期比4.0％減）となりました。 

 中国市場向けの生物顕微鏡の売上が好調でしたが、世界的な景気低迷に伴い研究市場や企業が設備投資を抑制した

ことに加え、平成21年８月にダイアグノスティックシステムズ（分析機）分野の事業を米国ベックマン・コールター

社グループへ譲渡したことにより、ライフサイエンス事業全体としては減収となりました。 

 営業利益については、経費削減を進めマイクロイメージング（顕微鏡）分野の収益は大きく改善しましたが、事業

譲渡に伴う減収により減益となりました。 

【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

【訂正後】



[情報通信事業] 

 情報通信事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は1,345億83百万円（前年同期比22.2％増）、営業利益は32億

23百万円（前年同期は３億83百万円の営業損失）となりました。 

 企業買収等により携帯電話端末の販売網を積極的に拡大したことが功を奏し増収となりました。 

 営業利益については、携帯電話端末の販売網の拡大に加え、販売コストの効率化による収益向上により、前年同期

の営業損失から一転して営業利益を計上しました。 

[その他事業] 

 その他事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は672億54百万円（前年同期比13.3％減）、営業損失は14億63百

万円（前年同期は35億40百万円の営業損失）となりました。 

 非破壊検査機器分野のフェイズドアレイ探傷器の新製品が堅調に推移したほか、生体材料分野の人工骨補填材「オ

スフェリオン」の売上が拡大したものの、製造業を中心とした世界的な設備投資抑制の影響により、各分野における

企業向けの売上が低迷し、その他事業全体の売上は減収となりました。 

 営業損益については、子会社に係るのれん償却費が減少したことにより、損失幅が縮小しました。  

 当第３四半期連結会計期間末は、総資産が前連結会計年度末に比べ244億39百万円増加し、１兆626億92百万円とな

りました。 

 総資産は、主に現金及び預金が863億５百万円、投資有価証券が178億11百万円増加した一方、受取手形及び売掛金

が133億８百万円、有形固定資産が144億84百万円、のれんの償却等により無形固定資産が343億38百万円減少しまし

た。 

 負債は、長期借入金が307億75百万円、未払法人税等が133億29百万円増加した一方、未払金が149億92百万円、短

期借入金が141億62百万円、社債が198億40百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ228億93百万円減

少し、9,044億53百万円となりました。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ473億32百万円増加し、1,582億39百万円となりました。主な増加要因は、四半

期純利益462億94百万円の計上等により、株主資本が478億21百万円増加したことです。 

 以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の10.0％から14.2％となりました。 

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。 

 営業活動による資金の増加は570億74百万円となりました。主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益778億６百

万円、減価償却費318億68百万円等があった一方で、税金等調整前四半期純利益に含まれる事業譲渡益461億８百万円

等を調整したことによるものです。 

 投資活動による資金の増加は421億61百万円となりました。主な増加要因は、事業譲渡744億２百万円等によるもの

です。一方で主な減少要因は、有形固定資産の取得329億66百万円等によるものです。 

 財務活動による資金の減少は82億94百万円となりました。主な減少要因は、長期借入金の返済450億44百万円、社

債の償還200億円、短期借入金の純減少額76億27百万円等によるものです。一方で主な増加要因は、長期借入れ687億

14百万円等によるものです。 

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比較して

898億77百万円増加し、2,225億97百万円となりました。  

２．連結財政状態に関する定性的情報

【訂正後】



 通期の売上高については、映像事業において販売単価の下落が進む見込みであること等を踏まえ、前回（平成21年

11月６日）発表予想を以下のとおり修正しています。一方、利益面においては、営業外損益の改善により経常利益を

10億円、税引当の見直し等により当期純利益を60億円それぞれ上方修正しています。 

 なお、業績見通しの前提となる通期の平均為替レートとしては、１米ドル＝91円、１ユーロ＝131円を想定してい

ます。 

（通期） 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  平成21年８月に当社の保有する全株式を譲渡したため、ベックマン・コールター・三島株式会社（旧 三島オ

リンパス株式会社）を連結の範囲から除外しています。 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①税金費用の計算 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

②棚卸資産の評価方法 

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ、正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっています。 

③固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法 

によっています。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 投資育成有価証券売上高及び売上原価の計上区分の変更 

当社の連結子会社であるアイ・ティー・エックス株式会社において、従来、投資育成目的の有価証券につい

ては、売却金額を売上高として計上し、また、売却する有価証券の帳簿価額および評価損等を売上原価とし

て計上していましたが、投資方針変更に伴い、第１四半期連結会計期間より売却損益を原則として特別損益

へ計上する方法に変更しています。なお、この変更による売上総利益および営業利益に与える影響は軽微で

す。 

②セグメント情報の事業区分の変更 

第１四半期連結会計期間よりセグメント情報の事業区分を変更しています。詳細については「５．（５）セ

グメント情報」に記載しています。  

３．連結業績予想に関する定性的情報

  
売上高 

（百万円） 
営業利益 
（百万円） 

経常利益 
（百万円） 

当期純利益 
（百万円） 

１株当たり 
当期純利益 

                          円 銭

前回発表予想（Ａ）  920,000  59,000  40,000  40,000  148.16

今回修正予想（Ｂ）  900,000  59,000  41,000  46,000  170.39

増減額（Ｂ-Ａ）  △20,000  －  1,000  6,000  －

増減率（％）  △2.2  －  2.5  15.0  －

４．その他

【訂正後】



  

５．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

        
  

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
（平成21年３月31日） 

資産の部 

 流動資産 

  現金及び預金 223,182 136,877

  受取手形及び売掛金 146,950 160,258

  有価証券 4,500 199

  商品及び製品 54,328 58,683

  仕掛品 19,600 21,230

  原材料及び貯蔵品 14,792 15,627

  その他 78,434 84,077

  貸倒引当金 △4,051 △4,594

  流動資産合計 537,735 472,357

 固定資産 

  有形固定資産 

   建物及び構築物（純額） 70,848 76,782

   機械装置及び運搬具（純額） 13,545 16,326

   工具、器具及び備品（純額） 38,420 42,594

   土地 19,010 19,839

   リース資産（純額） 3,860 3,512

   建設仮勘定 2,277 3,391

   有形固定資産合計 147,960 162,444

  無形固定資産 

   のれん 147,204 170,252

   その他 72,220 83,510

   無形固定資産合計 219,424 253,762

  投資その他の資産 

   投資有価証券 80,400 62,589

   ファンド運用資産 8,083 8,458

   その他 75,731 84,924

   貸倒引当金 △6,641 △6,281

   投資その他の資産合計 157,573 149,690

  固定資産合計 524,957 565,896

 資産合計 1,062,692 1,038,253

【訂正後】



   

（単位：百万円）

      
  

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
（平成21年３月31日） 

負債の部 

 流動負債 

  支払手形及び買掛金 63,326 66,604

  短期借入金 82,906 97,068

  １年内償還予定の社債 20,340 20,300

  未払法人税等 28,929 15,600

  製品保証引当金 8,566 8,875

  その他の引当金 7 61

  その他 114,032 140,593

  流動負債合計 318,106 349,101

 固定負債 

  社債 110,360 130,200

  長期借入金 426,046 395,271

  退職給付引当金 18,673 18,744

  その他の引当金 637 130

  その他 30,631 33,900

  固定負債合計 586,347 578,245

 負債合計 904,453 927,346

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 48,332 48,332

  資本剰余金 55,166 73,049

  利益剰余金 109,088 52,124

  自己株式 △4,134 △12,874

  株主資本合計 208,452 160,631

 評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 8,105 △2,311

  繰延ヘッジ損益 △949 △1,330

  為替換算調整勘定 △64,917 △53,503

  評価・換算差額等合計 △57,761 △57,144

 少数株主持分 7,548 7,420

 純資産合計 158,239 110,907

負債純資産合計 1,062,692 1,038,253

【訂正後】



（第３四半期連結累計期間） 

   

（２）四半期連結損益計算書

（単位：百万円）

    
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

売上高 754,185 651,937

売上原価 393,045 348,305

売上総利益 361,140 303,632

販売費及び一般管理費 324,182 257,798

営業利益 36,958 45,834

営業外収益 

 受取利息 2,173 822

 受取配当金 893 692

 為替差益 3,068 702

 その他 2,528 2,660

 営業外収益合計 8,662 4,876

営業外費用 

 支払利息 11,849 10,543

 その他 7,741 6,556

 営業外費用合計 19,590 17,099

経常利益 26,030 33,611

特別利益 

 投資有価証券売却益 － 652

 関係会社株式売却益 － 2,536

 事業譲渡益 － 46,108

 特別利益合計 － 49,296

特別損失 

 減損損失 952 331

 投資有価証券売却損 － 315

 関係会社株式売却損 － 97

 投資損失引当金繰入額 － 129

 投資有価証券評価損 10,683 2,291

 のれん償却額 20,594 1,064

 ファンド関連損失 1,316 374

 貸倒引当金繰入額 4,763 －

 その他 － 500

 特別損失合計 38,308 5,101

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△12,278 77,806

法人税等 24,616 31,184

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1,591 328

四半期純利益又は四半期純損失（△） △35,303 46,294

【訂正後】



  

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

   
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
△12,278 77,806

 減価償却費 34,165 31,868

 減損損失 952 331

 のれん償却額 34,126 10,039

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,548 1,167

 投資損失引当金の増減額（△は減少） － 129

 受取利息及び受取配当金 △3,066 △1,514

 支払利息 11,849 10,543

 事業譲渡損益（△は益） － △46,108

 関係会社株式売却損益（△は益） － △2,439

 投資有価証券評価損益（△は益） 10,683 2,291

 売上債権の増減額（△は増加） 19,226 △1,742

 たな卸資産の増減額（△は増加） △5,374 △877

 仕入債務の増減額（△は減少） △12,248 2,233

 未払金の増減額（△は減少） 2,868 △682

 未払費用の増減額（△は減少） △16,173 △9,506

 ファンド関連貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,763 －

 ファンド関連損失 1,316 374

 その他 △7,858 3,969

 小計 65,501 77,882

 利息及び配当金の受取額 3,117 1,614

 利息の支払額 △10,431 △9,181

 ファンド資金の流出 △4,763 －

 法人税等の支払額 △30,808 △13,241

 営業活動によるキャッシュ・フロー 22,616 57,074

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 定期預金の預入による支出 △2,673 △3,934

 定期預金の払戻による収入 3,234 3,562

 有形固定資産の取得による支出 △31,701 △32,966

 無形固定資産の取得による支出 △3,978 △3,918

 投資有価証券の取得による支出 △4,067 △3,420

 投資有価証券の売却及び償還による収入 2,050 1,009

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△128 △372

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出 
△95 △21

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
－ 17,579

 子会社株式の取得による支出 △20,475 △1,517

 営業譲受による支出 － △6,851

 事業譲渡による収入 － 74,402

 ファンドへの資金移動 △19,012 －

 ファンド資産の資金化 76,615 －

 その他 △491 △1,392

 投資活動によるキャッシュ・フロー △720 42,161

【訂正後】



   

（単位：百万円）

   
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の純増減額（△は減少） △200,367 △7,627

 長期借入れによる収入 257,157 68,714

 長期借入金の返済による支出 △29,633 △45,044

 社債の発行による収入 45,166 200

 社債の償還による支出 △30,185 △20,000

 自己株式の取得による支出 △10,223 －

 配当金の支払額 △10,438 △3,826

 その他 △400 △711

 財務活動によるキャッシュ・フロー 21,077 △8,294

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,957 △1,629

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 35,015 89,312

現金及び現金同等物の期首残高 119,842 132,720

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 477

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △6 －

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額 
170 88

現金及び現金同等物の四半期末残高 155,021 222,597

【訂正後】



 該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（注）１ 事業の所属区分の方法 

 製品系列を基礎として設定された事業に、販売市場の類似性を加味して事業区分を行っています。 

２ 各事業区分の主要製品 

(前第３四半期連結累計期間) 

(1) 映像…………………デジタルカメラ、録音機 

(2）医療…………………医療用内視鏡、外科内視鏡、内視鏡処置具、超音波内視鏡 

(3）ライフサイエンス…臨床血液分析システム、生物顕微鏡、工業用顕微鏡 

(4) 情報通信……………携帯電話等のモバイル端末販売、業務パッケージソフトウエアの開発・販売、 

モバイルソリューション、モバイルコンテンツサービス、 

ネットワークインフラシステム販売、半導体関連装置・電子機器の販売 

(5）その他………………工業用内視鏡、非破壊検査機器、プリンタ、バーコードスキャナ、システム開発 

他 

(当第３四半期連結累計期間) 

(1) 映像…………………デジタルカメラ、録音機 

(2）医療…………………医療用内視鏡、外科内視鏡、内視鏡処置具、超音波内視鏡 

(3）ライフサイエンス…臨床血液分析システム、生物顕微鏡、工業用顕微鏡 

(4) 情報通信……………携帯電話等のモバイル端末販売 

(5）その他………………工業用内視鏡、非破壊検査機器、プリンタ、モバイルソリューション、モバイルコ

ンテンツサービス、業務パッケージソフトウエアの開発・販売、ネットワークイン

フラシステム販売、半導体関連装置・電子機器の販売、システム開発 他 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
映像 

（百万円） 
医療 

（百万円）

ライフ 

サイエンス

（百万円）

情報通信 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                                                

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 188,569  289,843  88,088  137,412  50,273  754,185  ―  754,185

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 99  47  148  ―  262  556 (556)  ―

計  188,668  289,890  88,236  137,412  50,535  754,741 (556)  754,185

営業利益又は 

営業損失(△) 
 3,695  55,285  2,563  △269  △3,654  57,620 (20,662)  36,958

  
映像 

（百万円） 
医療 

（百万円）

ライフ 

サイエンス

（百万円）

情報通信 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                                                

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 135,972  255,749  58,379  134,583  67,254  651,937  ―  651,937

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 61  22  114  ―  275  472 (472)  ―

計  136,033  255,771  58,493  134,583  67,529  652,409 (472)  651,937

営業利益又は 

営業損失(△) 
 3,575  56,519  2,460  3,223  △1,463  64,314 (18,480)  45,834

【訂正後】



３ 事業区分の変更 

 当社の連結子会社であるアイ・ティー・エックス株式会社において、「経営構造改革」の推進を機に、事

業区分の見直しを行ったことを受け、第１四半期連結会計期間より、従来「情報通信」に含まれていた一部

の事業を「その他」に区分することに変更しました。 

 なお、前第３四半期連結累計期間について、当第３四半期連結累計期間と同様の事業区分で表示すると次

の通りになります。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（注） １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。 

(1）米州……米国、カナダ、メキシコ、ブラジル 

(2）欧州……ドイツ、イギリス、フランス 等 

(3）アジア…シンガポール、香港、中国、韓国、オーストラリア 等  

  
映像 

（百万円） 
医療 

（百万円）

ライフ 

サイエンス

（百万円）

情報通信 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                                                

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 188,569  289,843  88,088  110,139  77,546  754,185  ―  754,185

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 99  47  148  ―  262  556 (556)  ―

計  188,668  289,890  88,236  110,139  77,808  754,741 (556)  754,185

営業利益又は 

営業損失(△) 
 3,695  55,285  2,563  △383  △3,540  57,620 (20,662)  36,958

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）
アジア 

（百万円）
計 

（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                                          

(1）外部顧客に対する売

上高 
 289,896  201,830  204,534  57,925  754,185  ―  754,185

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 211,339  6,641  14,066  65,550  297,596 (297,596)  ―

計  501,235  208,471  218,600  123,475  1,051,781 (297,596)  754,185

営業利益  28,712  5,993  13,265  7,858  55,828 (18,870)  36,958

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）
アジア 

（百万円）
計 

（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                                          

(1）外部顧客に対する売

上高 
 294,644  157,019  152,735  47,539  651,937  ―  651,937

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 158,490  5,698  11,073  49,165  224,426 (224,426)  ―

計  453,134  162,717  163,808  96,704  876,363 (224,426)  651,937

営業利益  34,042  7,803  16,164  3,776  61,785 (15,951)  45,834

【訂正後】



前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（注） １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 各区分に属する主な国または地域は、次のとおりです。 

(1）北米……米国、カナダ 

(2）欧州……ドイツ、イギリス、フランス 等 

(3）アジア…シンガポール、香港、中国、韓国、オーストラリア 等 

(4）その他…中南米、アフリカ 等  

   

 該当事項はありません。 

〔海外売上高〕

  北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  186,265  206,048  91,559  18,471  502,343

Ⅱ 連結売上高（百万円）                          754,185

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 24.7  27.4  12.1  2.4  66.6

  北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  145,618  146,988  73,296  18,083  383,985

Ⅱ 連結売上高（百万円）                          651,937

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 22.3  22.5  11.3  2.8  58.9

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

【訂正後】



（企業結合関係） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（事業分離） 

１ 分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分

離の概要 

(1）分離先企業の名称 

Beckman Coulter, Inc.及び同社の関係会社（以下、「ベックマン社」） 

(2）分離した事業の内容 

当社グループの営む分析機事業 

(3）事業分離を行った主な理由 

 分析機事業の事業環境については、世界市場において数兆円規模の巨大資本を有する競合会社に加え、近年

ではＭ＆Ａや他業種からの新規参入が活発化し、競合環境が急激に変化しています。 

 このような環境下、当社は同事業を単独で継続するより、臨床検査システム大手のベックマン社に譲渡する

ことで当社が長年培った技術資産やノウハウ等の経営資源を有効に活用することができると判断し、当社グル

ープの分析機事業をベックマン社へ譲渡することとしました。 

(4）事業分離日 

平成21年８月３日 

(5）法的形式を含む事業分離の概要 

 株式譲渡及び事業譲渡の形式により、当社及び当社子会社の分析機事業をベックマン社に譲渡しました。 

２ 実施した会計処理の概要 

(1）移転損益の金額 

46,108百万円 

※移転損益は譲渡契約の条項に基づいて調整される予定であり、今後変動する可能性があります。 

(2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳 

３ 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

６．その他の情報

流動資産 28,886百万円

固定資産 13,929百万円

資産合計 42,815百万円

流動負債 11,727百万円

固定負債 1,580百万円

負債合計 13,307百万円

売上高 16,432百万円

営業利益 1,924百万円

【訂正後】
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【訂正前】

オリンパス株式会社　 上場取引所 東証一部

7733 ＵＲＬ http://www.olympus.co.jp/

（役職名） （氏名） 菊川 剛

問合せ先責任者　　　　      （役職名） （氏名） 大西 伸幸 TEL (03) 3340 - 2111

四半期報告書提出予定日

（百万円未満四捨五入）

１. 平成22年 3月期第３四半期の連結業績（平成 21年 4月 1日 ～ 平成 21年 12月 31日)

（1）連結経営成績 (累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売　上　高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

  
１株当たり

四半期純利益
潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

（2）連結財政状態

総　資　産 純　資　産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

（参考）　自己資本 22年 3月期第３四半期 21年 3月期

2.　配当の状況

円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭

- -

- -

（注）　配当予想の当四半期における修正の有無　　　：無

3. 平成22年 3月期の連結業績予想（平成 21年 4月 1日 ～ 平成 22年 3月 31日)　

（％表示は対前期増減率）

（注）　連結業績予想数値の当四半期における修正の有無　　　：有

22年 3月期

22年 3月期　（予想）

207,404百万円 161,364百万円

15.00

20.0021年 3月期

603.92

59,000 41,000

168,784 14.6

-

-

18.4

43,685

1,106,31821年 3月期

（基準日）

0.00

768.25

45,046 50.4

29,945 - △27,672

33,135 66.8

19,864 -

22年 3月期第３四半期
21年 3月期第３四半期

22年 3月期第３四半期

162.19
△103.29

1,128,901

当期純利益

百万円　　　　％

-

162.18
-

214,952

百万円　　　　％

20.00

30.00

第３
四半期末

営業利益 経常利益

第１
四半期末

第２
四半期末

15.00

平成22年2月10日

経理部長　　　　　 

21年 3月期第３四半期

平成22年3月期　第3四半期決算短信

22年 3月期第３四半期

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

代 表 者 代表取締役社長　　

-

平成22年2月15日

期末 年間

１株当たり配当金

651,937 △13.6

百万円　　　　％ 百万円　　　　％

754,185

１株当たり
当期純利益

通　　   　期 70.6 122.9 46,000 170.39△8.2 900,000

売上高

円　　銭



4． その他

　（1） 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：有
　 ［新規　　　　　　- 社（社名　　　　　　　　　　　　　）　　　除外　　　　　　　１社（社名　ベックマン・コールター・三島株式会社）］
　 ［（注） 詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】　　４． その他をご覧ください。］

　（2） 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有
　 ［（注） 詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】　　４． その他をご覧ください。］

　（3） 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための
　　　　基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの）

①会計基準等の改正に伴う変更　　　　　　　　　　　　　 　 ：無
②①以外の変更　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ：有
　 ［（注） 詳細は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】　　４． その他をご覧ください。］

　（4） 発行済株式数（普通株式）
①期末発行済株式数（自己株式を含む）　 22年 3月期第３四半期

21年 3月期
②期末自己株式数 22年 3月期第３四半期

21年 3月期
③期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年 3月期第３四半期

21年 3月期第３四半期
269,352,362株
267,901,018株

271,283,608株
271,283,608株

1,314,245株
4,089,222株

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
１．平成21年11月６日に公表しました連結業績予想は、本資料において修正しています。
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一
定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定および業
績予想のご利用に当たっての注意事項等について、および上記1に係る業績予想の具体的修正内容は、５ページ【定性的情報・財
務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。



 当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、中国など外需の復調が企業の生産活動を下支えするなど一部に改善の

兆しがみえてきましたが、個人消費は停滞したまま厳しい状況が続きました。世界経済も米国、欧州は緩やかな改善

傾向にあるものの、依然として深刻な状況となりました。 

 このような経営環境のもと、当社グループは高収益体質を目指した事業構造改革の一環として、コスト削減や生産

構造改革等に継続して取り組んできました。また、当社グループの分析機事業を、平成21年８月に米国ベックマン・

コールター社グループへ譲渡しました。 

 当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、世界的な景気の低迷や為替の円高により情報通信事業を除

く各事業で減収となり6,519億37百万円（前年同期比13.6％減）となりました。営業利益については、事業構造改革

による原価低減や一般管理費の削減等により450億46百万円（前年同期比50.4％増）となり、経常利益は、331億35百

万円（前年同期比66.8％増）となりました。四半期純利益は、分析機事業の譲渡に伴う特別利益を計上したことによ

り436億85百万円（前年同期は276億72百万円の四半期純損失）となりました。 

 また、当第３四半期連結累計期間は426億73百万円の研究開発費を投じるとともに、259億２百万円の設備投資を実

施しました。 

 為替相場は前年同期に比べ、対米ドル、対ユーロともに円高で推移し、期中の平均為替レートは、１米ドル＝

93.56円（前年同期は102.84円）、１ユーロ＝133.00円（前年同期は150.70円）となり、売上高に与える影響として

は、前年同期比461億円の減収要因、営業利益では前年同期比132億円の減益要因となりました。 

 なお、「４．その他（３）」および「５．（５）セグメント情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より

セグメント情報の事業区分を変更していますので、下記の前年同期比については、前年同期の数値を変更後の事業区

分に組替えた数値との比較となっています。 

[映像事業] 

 映像事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は1,359億72百万円（前年同期比27.9％減）、営業利益は35億75百

万円（前年同期比3.2％減）となりました。 

 「マイクロフォーサーズシステム規格」に準拠した小型軽量かつ上質なデザインのレンズ交換式デジタル一眼カメ

ラ「OLYMPUS PEN（オリンパス ペン）」シリーズが国内外ともに好調でしたが、映像事業全体としては為替円高の影

響と景気低迷に伴う販売台数の減少および販売単価の下落により減収となりました。 

 営業利益については、経費削減を進めたことにより、ほぼ前年同期並みの利益を確保しました。 

[医療事業] 

 医療事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は2,557億49百万円（前年同期比11.8％減）、営業利益は562億80百

万円（前年同期比3.7％増）となりました。 

 国内外ともに医療用内視鏡の診療数課金プログラムの契約数やサンプリング系処置具を中心とした処置具製品の売

上が伸びたほか、中国市場における売上が医療用内視鏡、外科や処置具においていずれも拡大したものの、為替円高

の影響により、医療事業全体としては減収となりました。 

 営業利益については、外科や処置具の分野を中心に原価低減等に努めたことにより増益となりました。 

[ライフサイエンス事業] 

 ライフサイエンス事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は583億79百万円（前年同期比33.7％減）、営業利益

は24億60百万円（前年同期比4.0％減）となりました。 

 中国市場向けの生物顕微鏡の売上が好調でしたが、世界的な景気低迷に伴い研究市場や企業が設備投資を抑制した

ことに加え、平成21年８月にダイアグノスティックシステムズ（分析機）分野の事業を米国ベックマン・コールター

社グループへ譲渡したことにより、ライフサイエンス事業全体としては減収となりました。 

 営業利益については、経費削減を進めマイクロイメージング（顕微鏡）分野の収益は大きく改善しましたが、事業

譲渡に伴う減収により減益となりました。 

【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

【訂正前】



[情報通信事業] 

 情報通信事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は1,345億83百万円（前年同期比22.2％増）、営業利益は32億

23百万円（前年同期は３億83百万円の営業損失）となりました。 

 企業買収等により携帯電話端末の販売網を積極的に拡大したことが功を奏し増収となりました。 

 営業利益については、携帯電話端末の販売網の拡大に加え、販売コストの効率化による収益向上により、前年同期

の営業損失から一転して営業利益を計上しました。 

[その他事業] 

 その他事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は672億54百万円（前年同期比13.3％減）、営業損失は20億12百

万円（前年同期は95億27百万円の営業損失）となりました。 

 非破壊検査機器分野のフェイズドアレイ探傷器の新製品が堅調に推移したほか、生体材料分野の人工骨補填材「オ

スフェリオン」の売上が拡大したものの、製造業を中心とした世界的な設備投資抑制の影響により、各分野における

企業向けの売上が低迷し、その他事業全体の売上は減収となりました。 

 営業損益については、子会社に係るのれん償却費が減少したことにより、損失幅が縮小しました。 

 当第３四半期連結会計期間末は、総資産が前連結会計年度末に比べ225億83百万円増加し、１兆1,289億１百万円と

なりました。 

 総資産は、主に現金及び預金が863億５百万円、投資有価証券が167億33百万円増加した一方、受取手形及び売掛金

が133億８百万円、有形固定資産が145億45百万円、のれんの償却等により無形固定資産が353億20百万円減少しまし

た。 

 負債は、長期借入金が296億90百万円、未払法人税等が137億21百万円増加した一方、未払金が149億92百万円、短

期借入金が141億62百万円、社債が198億40百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ235億85百万円減

少し、9,139億49百万円となりました。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ461億68百万円増加し、2,149億52百万円となりました。主な増加要因は、四半

期純利益436億85百万円の計上等により、株主資本が452億12百万円増加したことです。 

 以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の14.6％から18.4％となりました。 

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。 

 営業活動による資金の増加は570億74百万円となりました。主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益755億88百

万円、減価償却費320億円等があった一方で、税金等調整前四半期純利益に含まれる事業譲渡益461億８百万円等を調

整したことによるものです。 

 投資活動による資金の増加は421億61百万円となりました。主な増加要因は、事業譲渡744億２百万円等によるもの

です。一方で主な減少要因は、有形固定資産の取得329億66百万円等によるものです。 

 財務活動による資金の減少は82億94百万円となりました。主な減少要因は、長期借入金の返済450億44百万円、社

債の償還200億円、短期借入金の純減少額76億27百万円等によるものです。一方で主な増加要因は、長期借入れ687億

14百万円等によるものです。 

 以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比較して

898億77百万円増加し、2,225億97百万円となりました。 

２．連結財政状態に関する定性的情報

【訂正前】



 通期の売上高については、映像事業において販売単価の下落が進む見込みであること等を踏まえ、前回（平成21年

11月６日）発表予想を以下のとおり修正しています。一方、利益面においては、営業外損益の改善により経常利益を

10億円、税引当の見直し等により当期純利益を60億円それぞれ上方修正しています。 

 なお、業績見通しの前提となる通期の平均為替レートとしては、１米ドル＝91円、１ユーロ＝131円を想定してい

ます。 

（通期） 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  平成21年８月に当社の保有する全株式を譲渡したため、ベックマン・コールター・三島株式会社（旧 三島オ

リンパス株式会社）を連結の範囲から除外しています。 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①税金費用の計算 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

②棚卸資産の評価方法 

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ、正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっています。 

③固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法 

によっています。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 投資育成有価証券売上高及び売上原価の計上区分の変更 

当社の連結子会社であるアイ・ティー・エックス株式会社において、従来、投資育成目的の有価証券につい

ては、売却金額を売上高として計上し、また、売却する有価証券の帳簿価額および評価損等を売上原価とし

て計上していましたが、投資方針変更に伴い、第１四半期連結会計期間より売却損益を原則として特別損益

へ計上する方法に変更しています。なお、この変更による売上総利益および営業利益に与える影響は軽微で

す。 

②セグメント情報の事業区分の変更 

第１四半期連結会計期間よりセグメント情報の事業区分を変更しています。詳細については「５．（５）セ

グメント情報」に記載しています。 

３．連結業績予想に関する定性的情報

  
売上高 

（百万円） 
営業利益 

（百万円） 
経常利益 

（百万円） 
当期純利益 
（百万円） 

１株当たり 
当期純利益 

                          円 銭

前回発表予想（Ａ）  920,000  59,000  40,000  40,000  148.16

今回修正予想（Ｂ）  900,000  59,000  41,000  46,000  170.39

増減額（Ｂ-Ａ）  △20,000  －  1,000  6,000  －

増減率（％）  △2.2  －  2.5  15.0  －

４．その他

【訂正前】



  

５．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

        
  

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 

（平成21年３月31日） 

資産の部 

 流動資産 

  現金及び預金 223,182 136,877

  受取手形及び売掛金 146,950 160,258

  有価証券 4,500 199

  商品及び製品 54,328 58,683

  仕掛品 19,600 21,230

  原材料及び貯蔵品 15,942 16,577

  その他 78,434 85,337

  貸倒引当金 △4,051 △4,394

  流動資産合計 538,885 474,767

 固定資産 

  有形固定資産 

   建物及び構築物（純額） 70,992 76,940

   機械装置及び運搬具（純額） 13,972 16,784

   工具、器具及び備品（純額） 38,440 42,630

   土地 19,027 19,856

   リース資産（純額） 3,860 3,512

   建設仮勘定 2,277 3,391

   有形固定資産合計 148,568 163,113

  無形固定資産 

   のれん 156,600 180,540

   その他 72,700 84,080

   無形固定資産合計 229,300 264,620

  投資その他の資産 

   投資有価証券 143,877 127,144

   その他 69,557 77,912

   貸倒引当金 △1,286 △1,238

   投資その他の資産合計 212,148 203,818

  固定資産合計 590,016 631,551

 資産合計 1,128,901 1,106,318

【訂正前】



  

（単位：百万円）

      
  

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 

（平成21年３月31日） 

負債の部 

 流動負債 

  支払手形及び買掛金 63,326 66,604

  短期借入金 82,906 97,068

  １年内償還予定の社債 20,340 20,300

  未払法人税等 22,125 8,404

  製品保証引当金 8,566 8,875

  その他の引当金 7 61

  その他 114,032 140,593

  流動負債合計 311,302 341,905

 固定負債 

  社債 110,360 130,200

  長期借入金 442,346 412,656

  退職給付引当金 18,673 18,744

  その他の引当金 637 130

  その他 30,631 33,899

  固定負債合計 602,647 595,629

 負債合計 913,949 937,534

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 48,332 48,332

  資本剰余金 55,166 73,049

  利益剰余金 164,762 110,407

  自己株式 △4,134 △12,874

  株主資本合計 264,126 218,914

 評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 9,576 △1,457

  繰延ヘッジ損益 △949 △1,330

  為替換算調整勘定 △65,349 △54,763

  評価・換算差額等合計 △56,722 △57,550

 少数株主持分 7,548 7,420

 純資産合計 214,952 168,784

負債純資産合計 1,128,901 1,106,318

【訂正前】



（第３四半期連結累計期間） 

  

（２）四半期連結損益計算書

（単位：百万円）

    
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年12月31日） 

売上高 754,185 651,937

売上原価 393,092 348,335

売上総利益 361,093 303,602

販売費及び一般管理費 331,148 258,556

営業利益 29,945 45,046

営業外収益 

 受取利息 2,173 822

 受取配当金 893 692

 為替差益 3,068 702

 その他 2,795 2,460

 営業外収益合計 8,929 4,676

営業外費用 

 支払利息 11,849 10,543

 その他 7,161 6,044

 営業外費用合計 19,010 16,587

経常利益 19,864 33,135

特別利益 

 投資有価証券売却益 657 652

 関係会社株式売却益 － 2,536

 事業譲渡益 － 46,108

 特別利益合計 657 49,296

特別損失 

 減損損失 952 331

 投資有価証券売却損 － 392

 関係会社株式売却損 － 97

 投資損失引当金繰入額 － 1,929

 投資有価証券評価損 10,288 2,530

 のれん償却額 20,594 1,064

 その他 － 500

 特別損失合計 31,834 6,843

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△11,313 75,588

法人税等 17,962 31,575

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1,603 328

四半期純利益又は四半期純損失（△） △27,672 43,685

【訂正前】



  

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

   
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年12月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
△11,313 75,588

 減価償却費 34,328 32,000

 減損損失 952 331

 のれん償却額 40,953 10,676

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,548 1,167

 投資損失引当金の増減額（△は減少） － 1,929

 受取利息及び受取配当金 △3,066 △1,514

 支払利息 11,849 10,543

 事業譲渡損益（△は益） － △46,108

 関係会社株式売却損益（△は益） － △2,439

 投資有価証券評価損益（△は益） 10,288 2,530

 売上債権の増減額（△は増加） 19,226 △1,742

 たな卸資産の増減額（△は増加） △5,749 △1,077

 仕入債務の増減額（△は減少） △12,248 2,233

 未払金の増減額（△は減少） 2,868 △682

 未払費用の増減額（△は減少） △16,173 △9,506

 その他 △8,962 3,953

 小計 65,501 77,882

 利息及び配当金の受取額 3,117 1,614

 利息の支払額 △10,431 △9,181

 法人税等の支払額 △30,808 △13,241

 営業活動によるキャッシュ・フロー 27,379 57,074

投資活動によるキャッシュ・フロー 

 定期預金の預入による支出 △2,673 △3,934

 定期預金の払戻による収入 38,234 3,562

 有形固定資産の取得による支出 △31,701 △32,966

 無形固定資産の取得による支出 △3,978 △3,918

 投資有価証券の取得による支出 △4,067 △3,420

 投資有価証券の売却及び償還による収入 38,901 1,009

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△128 △372

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出 
△95 △21

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
－ 17,579

 子会社株式の取得による支出 △39,486 △1,517

 営業譲受による支出 － △6,851

 事業譲渡による収入 － 74,402

 その他 △491 △1,392

 投資活動によるキャッシュ・フロー △5,484 42,161

【訂正前】



  

（単位：百万円）

   
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 

至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年12月31日） 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の純増減額（△は減少） △200,367 △7,627

 長期借入れによる収入 257,157 68,714

 長期借入金の返済による支出 △29,633 △45,044

 社債の発行による収入 45,166 200

 社債の償還による支出 △30,185 △20,000

 自己株式の取得による支出 △10,223 －

 配当金の支払額 △10,438 △3,826

 その他 △400 △711

 財務活動によるキャッシュ・フロー 21,077 △8,294

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,957 △1,629

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 35,015 89,312

現金及び現金同等物の期首残高 119,842 132,720

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 477

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △6 －

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額 
170 88

現金及び現金同等物の四半期末残高 155,021 222,597

【訂正前】



 該当事項はありません。 

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（注）１ 事業の所属区分の方法 

 製品系列を基礎として設定された事業に、販売市場の類似性を加味して事業区分を行っています。 

２ 各事業区分の主要製品 

(前第３四半期連結累計期間) 

(1) 映像…………………デジタルカメラ、録音機 

(2）医療…………………医療用内視鏡、外科内視鏡、内視鏡処置具、超音波内視鏡 

(3）ライフサイエンス…臨床血液分析システム、生物顕微鏡、工業用顕微鏡 

(4) 情報通信……………携帯電話等のモバイル端末販売、業務パッケージソフトウエアの開発・販売、 

モバイルソリューション、モバイルコンテンツサービス、 

ネットワークインフラシステム販売、半導体関連装置・電子機器の販売 

(5）その他………………工業用内視鏡、非破壊検査機器、プリンタ、バーコードスキャナ、システム開発 

他 

(当第３四半期連結累計期間) 

(1) 映像…………………デジタルカメラ、録音機 

(2）医療…………………医療用内視鏡、外科内視鏡、内視鏡処置具、超音波内視鏡 

(3）ライフサイエンス…臨床血液分析システム、生物顕微鏡、工業用顕微鏡 

(4) 情報通信……………携帯電話等のモバイル端末販売 

(5）その他………………工業用内視鏡、非破壊検査機器、プリンタ、モバイルソリューション、モバイルコ

ンテンツサービス、業務パッケージソフトウエアの開発・販売、ネットワークイン

フラシステム販売、半導体関連装置・電子機器の販売、システム開発 他 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
映像 

（百万円） 
医療 

（百万円）

ライフ 

サイエンス 
（百万円）

情報通信 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                                                

(1）外部顧客に対する

売上高 
 188,569  289,843  88,088  137,412  50,273  754,185  ―  754,185

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 99  47  148  ―  262  556 (556)  ―

計  188,668  289,890  88,236  137,412  50,535  754,741 (556)  754,185

営業利益 

(又は営業損失) 
 3,695  54,259  2,563 (269) (9,641)  50,607 (20,662)  29,945

  
映像 

（百万円） 
医療 

（百万円）

ライフ 

サイエンス 
（百万円）

情報通信 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                                                

(1）外部顧客に対する

売上高 
 135,972  255,749  58,379  134,583  67,254  651,937  ―  651,937

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 61  22  114  ―  275  472 (472)  ―

計  136,033  255,771  58,493  134,583  67,529  652,409 (472)  651,937

営業利益 

(又は営業損失) 
 3,575  56,280  2,460  3,223 (2,012)  63,526 (18,480)  45,046

【訂正前】



３ 事業区分の変更 

 当社の連結子会社であるアイ・ティー・エックス株式会社において、「経営構造改革」の推進を機に、事

業区分の見直しを行ったことを受け、第１四半期連結会計期間より、従来「情報通信」に含まれていた一部

の事業を「その他」に区分することに変更しました。 

 なお、前第３四半期連結累計期間について、当第３四半期連結累計期間と同様の事業区分で表示すると次

の通りになります。 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（注） １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。 

(1）米州……米国、カナダ、メキシコ、ブラジル 

(2）欧州……ドイツ、イギリス、フランス 等 

(3）アジア…シンガポール、香港、中国、韓国、オーストラリア 等 

  
映像 

（百万円） 
医療 

（百万円）

ライフ 

サイエンス 
（百万円）

情報通信 
（百万円）

その他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                                                

(1）外部顧客に対する

売上高 
 188,569  289,843  88,088  110,139  77,546  754,185  ―  754,185

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 99  47  148  ―  262  556 (556)  ―

計  188,668  289,890  88,236  110,139  77,808  754,741 (556)  754,185

営業利益 

(又は営業損失) 
 3,695  54,259  2,563 (383) (9,527)  50,607 (20,662)  29,945

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）
アジア 

（百万円）
計 

（百万円） 

消去 
又は全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                                          

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 289,896  201,830  204,534  57,925  754,185  ―  754,185

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 211,339  6,641  14,066  65,550  297,596 (297,596)  ―

計  501,235  208,471  218,600  123,475  1,051,781 (297,596)  754,185

営業利益  22,725  5,086  13,146  7,858  48,815 (18,870)  29,945

  
日本 

（百万円） 
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）
アジア 

（百万円）
計 

（百万円） 

消去 
又は全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高                                          

(1）外部顧客に対する 

売上高 
 294,644  157,019  152,735  47,539  651,937  ―  651,937

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 158,490  5,698  11,073  49,165  224,426 (224,426)  ―

計  453,134  162,717  163,808  96,704  876,363 (224,426)  651,937

営業利益  33,494  7,590  16,137  3,776  60,997 (15,951)  45,046

【訂正前】



前第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（注） １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 各区分に属する主な国または地域は、次のとおりです。 

(1）北米……米国、カナダ 

(2）欧州……ドイツ、イギリス、フランス 等 

(3）アジア…シンガポール、香港、中国、韓国、オーストラリア 等 

(4）その他…中南米、アフリカ 等 

 該当事項はありません。 

〔海外売上高〕

  北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  186,265  206,048  91,559  18,471  502,343

Ⅱ 連結売上高（百万円）                          754,185

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 24.7  27.4  12.1  2.4  66.6

  北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円）  145,618  146,988  73,296  18,083  383,985

Ⅱ 連結売上高（百万円）                          651,937

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 22.3  22.5  11.3  2.8  58.9

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

【訂正前】



（企業結合関係） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（事業分離） 

１ 分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む事業分

離の概要 

(1）分離先企業の名称 

Beckman Coulter, Inc.及び同社の関係会社（以下、「ベックマン社」） 

(2）分離した事業の内容 

当社グループの営む分析機事業 

(3）事業分離を行った主な理由 

 分析機事業の事業環境については、世界市場において数兆円規模の巨大資本を有する競合会社に加え、近年

ではＭ＆Ａや他業種からの新規参入が活発化し、競合環境が急激に変化しています。 

 このような環境下、当社は同事業を単独で継続するより、臨床検査システム大手のベックマン社に譲渡する

ことで当社が長年培った技術資産やノウハウ等の経営資源を有効に活用することができると判断し、当社グル

ープの分析機事業をベックマン社へ譲渡することとしました。 

(4）事業分離日 

平成21年８月３日 

(5）法的形式を含む事業分離の概要 

 株式譲渡及び事業譲渡の形式により、当社及び当社子会社の分析機事業をベックマン社に譲渡しました。 

２ 実施した会計処理の概要 

(1）移転損益の金額 

46,108百万円 

※移転損益は譲渡契約の条項に基づいて調整される予定であり、今後変動する可能性があります。 

(2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳 

３ 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

  

６．その他の情報

流動資産 28,886百万円

固定資産 13,929百万円

資産合計 42,815百万円

流動負債 11,727百万円

固定負債 1,580百万円

負債合計 13,307百万円

売上高 16,432百万円

営業利益 1,924百万円

【訂正前】
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